
第 2 章　現状と課題

3　高齢者福祉施策に関する市民の要望

北九州市では、毎年度、市民意識調査を実施し、市民の市政全般に対する「評価」と「要望」
について、調査しています。市政要望では、「高齢社会対策の推進」が8年連続1位となってい
ます。一方、市政評価では、「高齢社会対策の推進」は、平成30年度は8位、令和元年度は9位、
令和2年度は10位となっており、高齢化が進む中、市民からは、高齢社会対策の更なる推進
が求められているといえます。

また、「令和元年度北九州市高齢者等実態調査」で、高齢者福祉施策のうち、北九州市が
どのような施策に力をいれていくべきか尋ねたところ、一般高齢者では、「在宅で介護する
家族に対する支援の充実」が44.8％で最も多く、次いで「介護に関する相談窓口や相談体
制の整備」43.5％、「利用者が介護サービスを適切に選択することができる情報の提供」が
42.3％の順となっています。

在宅高齢者本人では、「在宅介護のためのヘルパーやショートステイなどのサービスの充
実」が42.6％で最も多く、次いで「在宅で介護する家族に対する支援の充実」41.7％、「認知
症高齢者対策の充実」が41.0％の順となっています。

在宅高齢者（介護者）では、「特別養護老人ホームや認知症グループホームなどの介護施設
の整備」が38.7％で最も多く、次いで「在宅介護のためのヘルパーやショートステイなどの
サービスの充実」38.1％、「在宅で介護する家族に対する支援の充実」が37.6％の順となっ
ています。

若年者では、「在宅で介護する家族に対する支援の充実」が57.4％で最も多く、次いで「在
宅介護のためのヘルパーやショートステイなどのサービスの充実」52.1％、「特別養護老人
ホームや認知症グループホームなどの介護施設の整備」が50.8％の順となっています。
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一般 N=1,894
在宅（本人） N=1,579
在宅（介護者） N=1,579
若年 N=1,243
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0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

健康づくりや介護予防に
関連した事業の充実

高齢者の生きがいづくりや
仲間づくりの支援・社会参加の促進

高齢者の就業や起業、
NPO活動などへの支援の充実

認知症高齢者対策の充実

財産管理や成年後見
などの権利擁護の充実

虐待を防止する制度や取組の充実

介護に関する相談窓口
や相談体制の整備

在宅介護のためのヘルパーや
ショートステイなどのサービスの充実

特別養護老人ホームや認知症
グループホームなどの介護施設の整備

高齢者に配慮した優良賃貸住宅
などの住宅整備の促進

在宅で介護する家族に
対する支援の充実

利用者が介護サービスを適切に
選択することができる情報の提供

病院や診療所などの医療機関の充実

その他

無回答

（複数回答可）

第 2 章　現状と課題

【資料】 令和元年度北九州市高齢者等実態調査

○北九州市が力を入れていくべき施策について
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4 　 主な成果指標の実績

施策の方向性 主な指標 平成2 5 年度 平成2 8 年度 令和元年度 目標 分析

1
生き がい・ 社会参加・

地域貢献の推進

―

3 6 .4 %

―

7 5 .7 %

3 4 .0 %

3 3 .0 %

4 8 .5 %

3 6 .1 %

8 2 .7 %

5 5 .7 %

6 3 .3 %

2 4 .7 %

3 1 .8 %

5 .7 %

6 8 .3 %

3 0 .1 %

3 5 .0 %

3 8 .1 %

3 9 .0 %

8 2 .0 %

5 4 .2 %

6 3 .3 %

2 9 .8 %

3 0 .4 %

5 .6 %

6 2 .6 %

3 0 .3 %

4 3 .2 %

4 0 .5 %

4 1 .8 %

9 0 .2 %

4 5 .5 %

5 7 .2 %

増加

増加

減少

増加

増加

減少

減少

増加

増加

増加

増加

2  
主体的な健康づく り・
介護予防の促進による

健康寿命の延伸

1  
見守り 合い・ 支え合いの

仕組みづく り

2  
総合的な認知症対策の推進

3
高齢者を支える
家族への支援

1
身近な相談と

地域支援体制の強化

2
介護サービス等の充実

3
権利擁護・ 虐待防止の

充実・ 強化

4
安心し て生活でき る

環境づく り

就労し ている高齢者の割合
（ 一般高齢者）

高齢者の就労者は、5 .1 ポイント 増加し ている。また、働いている人に、い
く つまで働きたいか尋ねたところ、「 働ける限り いつまでも」と の回答者が
4 5 .3 ％で一番多く 、就労意欲の高い高齢者が増えていると 考えられる。

地域活動やボランティ ア活動への参加者は、微減傾向にある。　 一方で、
高齢者とし ての社会貢献について、「 自分のできる範囲で社会貢献し た
い」と の回答が最も多く 7 0 .3 ％になっており 、きっかけがあれば、参加す
る人は多いと 考えられる。

前期高齢者の要介護認定率は微減。健康づく り・ 介護予防の取組みなど
が影響し ているのではないかと 考えられる。

健康づく り や介護予防に取り 組んでいる割合は減少し ており 、介護予防
への効果的な取組み等について、更なる啓発が必要である。

平成2 8 年と 比べ、大きな差はないが、属性別にみると 、女性のほう が
1 7 .8 ポイント 高い。男女差が大きいのが特徴で、「 挨拶を交わす程度の
人がいる」「 ほとんど付き合いがない」の回答割合は、男性が高い。

認知症に関する理解が深まったこと で、不安感が増加することも要因とし
て考えられる。また、若年者についても、不安を感じ る割合が高く 、「 身体
的・ 精神的な負担が大きいのではないか」「 家族以外の周り の人に迷惑を
かけてしまう のではないか」と 答えた人は6 割にのぼる。

様々な介護保険サービスが提供さ れているものの、負担感があると 回答
し た介護者は多い。属性別にみると 、概ね要介護度が高いほど負担感が
大きい傾向にある。

地域包括支援センターの設置から年数が経過し 、様々な取組みが定着し 、
少し ずつ認知度が高まっ て いると いえる 。在宅高齢者について は、
4 9 .8 ％と 高い。

適切に介護保険サービスが提供さ れていること 、介護保険制度に対する
理解が広まっていることなどが要因とし て考えられ、高い評価を得ている
と いえる。

「 振り 込め詐欺」 の認知件数は、依然とし て被害が発生・ 増加し ているこ
と 、高齢者虐待に関する報道等も多く 、啓発が進んでいること で、不安が
ないと 言い切れない高齢者が増えているのではないかと 考えられる。

高齢者の免許返納が進み、令和元年は制度導入以降最多となったこと が
影響し ていると 考えられる。また、「 駅や道路などに段差や階段が多く 不
便である」の回答は、平成2 8 年の1 3 .8 ％に比べ増加し 、1 5 .4 ％だが、主
要駅周辺の主要道路のバリアフリ ー化率は上昇し ている。

過去1 年間に地域活動等に
「 参加し たこと がある」と 答
えた高齢者の割合（ 一般高
齢者）

前期高齢者（ 6 5～7 4 歳）の
要介護認定率

健康づく り や介護予防のた
めに取り 組んでいること が

「 ある」と 答えた高齢者の割
合（ 一般高齢者）

「 何か困っ たと き に助け合
える人」 が近所にいる人の
割合（ 一般高齢者） 

認知症になっ ても 、自宅で
生活を続けら れるか不安と
考える高齢者の割合（ 一般
高齢者）

家族の介護について「 負担
である」と 考える人の割合

（ 在宅高齢者の介護者）

地域包括支援セン タ ーを
知っ て いる 高齢者の割合

（ 一般高齢者）

介護保険制度に つ い て 、
「 よい」「 どちら かと いえば
よ い」 と 評価し て いる高齢
者の割合（ 在宅高齢者）

虐待や財産をねらった詐欺な
ど高齢者の権利を侵害するも
のに対する不安が「 ない」と す
る高齢者の割合（ 一般高齢者）

移動に関し て、「 特に困って
いるこ と はない」 と する高
齢者の割合（ 一般高齢者）
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